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研究成果の概要（和文）：本研究は、労働市場における男女間格差の実態を明らかにし、その政

策対応を議論することを目的としている。そのため、競争志向の男女間格差を計測するための

経済実験、中小企業における女性の活躍の実態を把握するためのアンケート調査、女性の就業

と育児に関するWeb調査などを実施した。それらの調査データの分析から、仕事と育児の両立

支援策が女性の離職確率低下に寄与していること、男女均等化施策を実施している企業では、

女性の昇進意欲が高く、女性管理職が多いこと、女性は男性と比較して競争志向が弱いが、競

争志向の強さには家庭環境の影響が見られることなどが明らかになった。 

 

研究成果の概要（英文）：The aim of this research is to measure gender gap in the labor 

markets and discuss countermeasure against the gender gap. We conducted an experiment 

with the gender difference in preference for competition, a questionnaire about gender 

equality in the workplaces, and a questionnaire about work-family balance of workers. We 

found that firms that implement work-family balance measures have lower rate of female 

turnover, firms that implement affirmative action have more female managers, and men 

prefer competition compared with women. 

 

 

研究分野： 社会科学 

 

科研費の分科・細目：経済学・経済統計学 

 

キーワード： 統計調査 

 

１．研究開始当初の背景 

 わが国の労働市場において男女間格差が
大きいことは、さまざま国際的調査から明ら
かになっている。たとえば、国連開発計画
（UNDP）の調査によれば、日本の女性の勤
労所得は、男性の 45％、女性の労働力率は男
性の 65％、管理職に占める女性の割合は
10％であり、いずれも主要先進国のなかでは
最低に近い。 

  

２．研究の目的 

 本研究は、労働に関する指標のうち、男女
間賃金格差とそれをもたらす三大要因であ
る勤続年数、就業形態、管理職割合における
男女間格差に焦点をあてる。これらの指標に
おける男女間格差の実態とその要因を分析

することにより、労働市場における男女間格
差の主要な部分が明かになり、その政策対応
の議論が可能となる。 

 

３．研究の方法 

(1) 本研究では、女性管理職が少ない原因を、
アンケート調査、インタビュー調査、経済実
験を行い、多面的に分析する。経済実験では、
環境が異なる高校における生徒の競争志向
を比較するとともに、競争志向と管理職志向
の関連を分析する。 

(2) わが国の企業のほとんどは中小企業であ
るにもかかわらず、中小企業における両立支
援制度の効果やそれが企業業績に及ぼす影
響を分析した研究は非常に少ない。本研究で
は、中小企業における両立支援施策の効果に
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ついて大企業のそれと比較する。 

 

４．研究成果 

 男女間賃金格差の原因として、勤続年数、
就業形態、管理職割合における男女間格差に
着目して研究を進めた。以下に研究成果をま
とめる。 

 

(1) 勤続年数 

 過去 20 年間で、男女間賃金格差縮小に最
も寄与した要因は、女性の勤続年数が相対的
に長くなったことである（論文 22）。女性の
平均勤続年数が男性と比べて短い原因のう
ち、最も重要なものは、女性は出産や育児の
ために離職する確率が高いことである。しか
し、より若い世代では、小さな子どもがいな
がら就業する女性の割合は上昇している（論
文 17、27）。男女の離職確率の差に対処する
ために設けられた男女別人事管理制度は、こ
のような女性のライフコース観の変化に対
応できていない（論文 5）。出産や育児で離職
する女性を減らし、女性の勤続年数を伸ばす
には、育児と仕事の両立支援をはじめとする
ワークライフバランス施策が有効である。こ
のような施策を実施している企業では、女性
の離職率が低い。また、この傾向は、大企業
だけでなく、中小企業にも見られる（論文 2、
4、14、21）。 

 

(2) 正規・非正規格差 

 過去 20 年あまりの間、男女間賃金格差は
徐々に縮小しつつある。しかし、格差縮小に
とって最も大きな妨げとなっているのが、女
性非正規労働者の増大である（論文 22）。ま
た、正規労働者と非正規労働者の処遇の格差
も大きな問題である。オーストラリアとの比
較研究によると、わが国の非正規労働者は、
学歴の低い者が多く、非正規から正規に移動
する確率が低く、また賃金水準が低いという
特徴がある（論文 28）。非正規労働者の問題
は、賃金や雇用の安定にとどまらない。社会
関係の欠如や適切な住環境の欠如など 7つの
項目から作成した指標を用いた社会的排除
に関する研究では、日雇い派遣の社会的排除
率が高く、製造業派遣における社会関係の欠
如が顕著であった（論文 19）。 

 

(3) 管理職に占める女性の割合 

 管理職に占める女性の割合が低い理由の
一つに、男性と比べて女性の昇進意欲が低い
ことがある。一般社員のうち、管理職に昇進
したいと思っている女性は男性の 5分の 1に
すぎない。ただし、女性管理職が多い企業や
男女均等化施策を実施している企業では、昇
進意欲のある女性が多い（論文 3）。 

 女性の昇進意欲が低い原因の一つとして、
女性がリスク回避的であることや競争を好

まないことが挙げられる（論文 11）。高校生
を対象とした経済実験によると、女子は男子
と比べて、競争を好まない。ただし、弟がい
る女子は競争より好み、姉がいる男子は競争
を好まない。このことから、競争志向には育
った環境の影響が無視できないことが分か
った（論文 30）。 

 終身雇用制度や年功賃金制度などの日本
的雇用慣行の強い企業ほど女性管理職の割
合が低い傾向がある。これは、終身雇用を前
提に長期間かけて人材を育成する日本的雇
用慣行が女性にとって不利であることを意
味している（論文 1、図書 2、3）。また、男
女均等化施策や仕事と育児の両立支援策を
実施している企業では、女性管理職が多い
（論文 21）。 

 

(4) 政策対応 

 以上の研究から、出産や育児にともなう女
性の離職率を下げるためには、仕事と育児の
両立支援策が効果的であることが明らかに
なった。また、その効果は大企業のみならず
中小企業でも確認された（論文 21）。仕事と
育児の両立支援施策を実施している企業で
は、休業中および短時間勤務中の労働者の評
価をどうするかが制度定着にとって重要で
ある（論文 5）。 

 管理職に占める女性の割合を上げるには、
男女均等化施策が重要である。また、育児と
仕事の両立支援施策も、女性管理職の割合を
高める効果がある（論文 21）。 

 非正規労働者の増大は、男女間経済格差縮
小を妨げる最大の要因であるが、今のところ
それに対処する有効な政策は実施されてい
ない。今後、非正規労働者の教育訓練、雇用
の安定、セーフティネットの充実を実現する
ための政策が期待される。 
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